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１．計画の基本的事項 

(1) 計画の基本的な考え方 

本県の令和２年４月１日現在の６５歳以上の高齢者数は４４．２万人（県人口の３２．

４％）、うち７５歳以上の高齢者数は２３．１万人（県人口の１６．９％）であるが、今

後、６５歳以上の高齢者数は、令和７年には４４．６万人（県人口の３５．０％）、令和

２２年には４３．２万人（県人口の４１．５％）となると見込まれるなど、全国平均を上

回るペースで高齢化が進行すると推計されている。 
こうした状況を踏まえ、本県では、超高齢社会の到来による様々な課題に対し、高度

急性期から在宅医療・介護までの一連のサービスを総合的に確保するとともに、高齢者

が重度の要介護状態となっても、可能な限り、住み慣れた地域で安心して日常生活が継

続できる社会を実現する必要がある。 
そこで、本計画の策定により、高度急性期（急性期）から回復期・慢性期にバランスよ

く機能分化されるよう、人的・物的資源を効率的に投入して、早期の地域社会への復帰

を実現するとともに、受け皿となる地域の在宅医療の充実を図るほか、医療従事者の負

担軽減にも十分配慮し、愛媛らしい医療提供体制の構築に取り組むこととしている。 
また、介護分野についても、地域包括ケアシステムの構築に向けて、地域密着型サー

ビス等、地域の実情に応じた介護サービス提供体制整備の促進を支援するほか、質の高

い介護人材の安定的な確保・定着にも積極的に取り組むこととしている。 
さらに、介護離職ゼロを実現するため、在宅・施設サービスの整備を前倒しし、併せ

て、必要となる介護人材確保の取組を加速させることとしている。 
 

(2) 都道府県医療介護総合確保区域の設定 

愛媛県における医療介護総合確保区域については、宇摩圏域（四国中央市）、新居浜・西

条圏域（新居浜市、西条市）、今治圏域（今治市、越智郡（上島町））、松山圏域（松山市、

伊予市、東温市、上浮穴郡（久万高原町）、伊予郡（松前町、砥部町））、八幡浜・大洲圏域

（八幡浜市、大洲市、西予市、喜多郡（内子町）、西宇和郡（伊方町））、宇和島圏域（宇和

島市、北宇和郡（松野町、鬼北町）、南宇和郡（愛南町））の地域とする。 
☑２次医療圏及び高齢者福祉圏域と同じ 
□２次医療圏及び高齢者福祉圏域と異なる 
（異なる理由：                       ） 
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(3) 計画の目標の設定等（介護関係） 

■愛媛県全体 
１ 目標 

   本県においては、医療介護総合確保区域の課題を解決し、高齢者が地域において、

安心して生活できるよう以下を目標に設定する。 
 

○介護施設等の整備に関する目標 

  地域包括ケアシステムの構築に向けて、第６期及び第７期介護保険事業支援計画

等において予定している地域密着型サービス施設等の整備等を行うとともに、介

護療養型医療施設等から介護老人保健施設等への転換整備を行う。 

   

【定量的な目標値】    

 ・地域密着型特別養護老人ホーム  1,027 床（ 37 カ所）→ 1,172 床（42 カ所） 

※うち 29 床（１カ所）はＨ28 年度計画にも計上 

 ・併設ショートステイ  0 床 → 10 床 

 ・認知症高齢者グループホーム  5,058 床（305 カ所）→  5,130 床（309 カ所） 

 ・小規模多機能型居宅介護事業所   940 床（119 カ所）→  958 床（121 カ所） 

 ・定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所 

           利用者数 128 人／月（７カ所） →   178 人／月（９カ所） 

 ・介護老人保健施設       5,225 床（67 カ所） → 5,245 床（67 カ所） 

 ・特別養護老人ホーム（定員 30 人以上）6,212 床（106 カ所）→ 6,342（108 カ所） 

・介護医療院（介護療養型医療移設から転換） 0 床（0カ所）→ 69 床（2カ所） 

 

○介護従事者の確保に関する目標 

   本県においては、県内の労働市場の動向も踏まえ、①介護の魅力の若年層等への

アピール、きめ細かいマッチングなどの「参入促進」、②地域包括ケアシステム構

築のための人材や介護サービスの質を高めるための人材の「資質の向上」、③介護

職員の早期離職防止、定着促進などの「労働環境の改善」等の対策を一体的に進め

る。 

 

 【定量的な目標値】 

    本県で将来必要となる介護職員等の必要数を、県内市町のサービス見込量を基

に推計したところ、令和２（2020）年に 31,039 人、令和７（2025）年には 32,637

人となることから、30 年度については介護職員の増加（824 人）を目標とし、次

の事業を実施する。 

（参考）７期介護保険事業支援計画 

H28 供給見込人数：厚生労働省「介護サービス施設・事業所調査」 

   
平成 28

年 

令和２ 

年 

令和７ 

年 

需要見込人数  31,039 32,637 

供給見込人数 27,746 28,850 29,672 

差引不足人数 0 2,189 2,965 

       （31,039－27,746）人÷４年≒824 人 
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・福祉・介護人材確保対策事業（協議会設置等） 

   ・福祉・介護人材確保対策事業（介護等の仕事魅力発信事業） 

   ・介護の仕事魅力発信事業（介護現場からの発信） 

   ・福祉・介護人材確保対策事業（介護等の仕事魅力発見事業） 

   ・介護雇用プログラム推進事業 

   ・福祉・介護人材確保対策事業（介護等人材マッチング事業） 

   ・介護支援専門員養成研修等事業 

   ・介護職員等たん吸引等研修事業 

   ・口腔ケアに係る介護人材資質向上支援事業 

   ・介護職員の資質向上研修事業 

   ・介護職員相互研修事業 

   ・介護職員の日常生活支援力向上研修事業 

   ・認知症地域医療支援事業 

   ・認知症介護従事者養成事業 

   ・認知症総合支援事業 

   ・認知症対応力向上研修事業 

   ・地域包括ケア人材育成事業 

   ・地域包括ケア人材育成等支援事業 

   ・市民後見推進事業 

   ・法人後見推進事業 

   ・新人介護職員職場定着促進事業 

   ・福祉・介護人材確保対策事業（介護等人材定着支援事業） 

 
２．計画期間 
  平成 29 年４月１日～令和４年３月 31 日   

    

■新居浜・西条圏域 

① 介護施設等の整備に関する目標 

地域包括ケアシステムの構築に向けて、第６期及び第７期介護保険事業支援計画

等において予定している地域密着型サービス施設等の整備を行う。 
  【定量的な目標値】 

・特別養護老人ホーム(定員 30 人以上) 1,140 床（18 カ所）→ 1,180 床（18 カ所） 

・定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所 ※開設のみ 

利用者数 37 人／月（２カ所）→ 57 人／月（３カ所） 

・小規模多機能型居宅介護事業所 ※開設のみ（基盤整備は R1 計画に計上）  

                       152 床（20 カ所）  →  161 床（21 カ所 

 
② 計画期間 

平成 29 年４月１日～令和４年３月 31 日 

■今治圏域 

① 介護施設等の整備に関する目標 
地域包括ケアシステムの構築に向けて、第６期及び第７期介護保険事業支援計画

等において予定している地域密着型サービス施設等の整備を行う。 
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 【定量的な目標値】 
   ・定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所 

利用者数 15 人／月（１カ所）→ 45 人／月（２カ所） 

 

② 計画期間 
平成 29 年４月１日～令和４年３月 31 日 

■松山圏域 

 ① 介護施設等の整備に関する目標 
   地域包括ケアシステムの構築に向けて、第６期及び第７期介護保険事業支援計画

等において予定している地域密着型サービス施設等の整備を行う。 
 【定量的な目標値】 
  ・地域密着型特別養護老人ホーム     486 床（18 カ所） →   631 床（23 カ所） 

※うち 29 床（１カ所）はＨ28 年度計画にも計上 

・併設ショートステイ       10 床（1カ所） 

  ・認知症高齢者グループホーム   2,459 床（149 カ所 → 2,495 床（151 カ所） 

  ・小規模多機能型居宅介護事業所    489 床（62 カ所） →   498 床（63 カ所） 

  ・特別養護老人ホーム(定員 30 人以上) 2,104 床（36 カ所）→ 2,194 床（37 カ所） 

  ・介護療養から介護医療院へ転換   0 床（0カ所）→69 床（2カ所） 

 

② 計画期間 
平成 29 年４月１日～令和４年３月 31 日 

 

■八幡浜・大洲圏域 

① 介護施設等の整備に関する目標 

地域包括ケアシステムの構築に向けて、第６期及び第７期介護保険事業支援計画

等において予定している地域密着型サービス施設等の整備を行う。 
 【定量的な目標値】 
  ・地域密着型特別養護老人ホーム ※開設のみ（基盤整備は H29 計画に計上）    

145 床（5 カ所） →   174 床（6 カ所） 
  ・介護老人保健施設 ※開設のみ  903 床（11 カ所） →   923 床（11 カ所） 

 

② 計画期間 
平成 29 年４月１日～令和４年３月 31 日  
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■宇和島圏域 

 ① 介護施設等の整備に関する目標 
   地域包括ケアシステムの構築に向けて、第６期及び第７期介護保険事業支援計画

等において予定している地域密着型サービス施設等の整備を行う。 
 【定量的な目標値】 

   ・小規模多機能型居宅介護事業所  80 床（ 9 カ所）  →  89 床（10 カ所） 

 

② 計画期間 
平成 29 年４月１日～令和４年３月 31 日 
 

(4) 目標の達成状況 

別紙 1「事後評価」のとおり。 

 

  



6 
 

２．事業の評価方法 

 (1) 関係者からの意見聴取の方法 

 

【これまでの調整状況】 

 

（介護関係） 

・平成２９年７月１２日  介護関係団体に対し事前要望調査を実施 

・     ８月～１１月 介護関係団体と個別にヒアリングを実施 

・     １１月～    予算編成作業（事業選定、関係団体等との協議・調整） 

・平成３０年７月 ６日  介護関係団体に対し事前要望調査を実施 

・     ８月 ７日  福祉人材確保事業連携会議において協議 

・     ８月 ７日  愛媛県高齢者保健福祉計画等推進委員会で意見聴取 

・     ８月～１１月 介護関係団体と個別にヒアリングを実施 

・     １１月～   予算編成作業（事業選定、関係団体等との協議・調整） 

・令和元年 ７月 ２日  愛媛県高齢者保健福祉計画等推進委員会で意見聴取 

７月２２日  介護関係団体に対し事前要望調査を実施 

      ８月～１１月 介護関係団体と個別にヒアリングを実施 

      ９月 ６日  愛媛県高齢者保健福祉計画等推進委員会で意見聴取（書面開催） 

      １１月～   予算編成作業（事業選定、関係団体等との協議・調整） 

・令和２年 ７月２２日  介護関係団体に対し要望調査を実施 

８月２１日  愛媛県高齢者保健福祉計画等推進委員会で意見聴取 

８月～１１月 介護関係団体と個別にヒアリングを実施 

１１月～   予算編成作業（事業選定、関係団体等との協議・調整） 

 
 

(2) 事後評価の方法 

計画の事後評価にあたっては愛媛県保健医療対策協議会、愛媛県高齢者保健福祉計画

等推進委員会あるいは各分野に関して設置されている協議会等の意見を聞きながら評価

を行い、必要に応じて見直しなどを行うなどにより、計画を推進していきます。 
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３．計画に基づき実施する事業 

 （事業区分３：介護施設等の整備に関する事業） 

 (1) 事業の内容等 

都道府県 

事業の区分 ３．介護施設等の整備に関する事業 

事業名 【No.1（介護分）】 
介護基盤整備事業 
介護施設開設準備経費助成事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

1,098,751 千円 

事業の対象とな

る医療介護総合

確保区域 

新居浜・西条圏域、今治圏域、松山圏域、八幡浜・大洲圏域、宇和島圏域 

事業の実施主体 民間事業者、地方自治体 

事業の期間 平成２９年４月１日～令和４年３月３１日 

背 景 に あ る 医

療・介護ニーズ 

高齢者が住み慣れた地域で暮らせる社会づくりを推進する。 

アウトカム指標： 地域密着型サービス施設等の定員総数 １８，９７５人 

事業の内容 ① 地域密着型サービス施設等の整備等に対する助成を行う。 

整備予定施設等 

 地域密着型特別養護老人ホーム         145 床（5カ所） 

  併設ショートステイ                       10 床（1カ所） 

  認知症高齢者グループホーム               36 床（2 カ所） 

小規模多機能型居宅介護事業所         18 床（2カ所） 

定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所  30 人／月（1カ所） 

 介護医療院（介護療養型医療施設から転換）   69 床（2カ所） 

②介護施設等の開設・設置に必要な準備経費に対し支援を行う。 

③介護サービスの改善を図るための既存施設等の改修に対し支援を行う。 

アウトプット指

標 

 地域包括ケアシステムの構築に向けて、地域密着型サービス施設等の整備

等を支援することにより、地域の実情に応じた介護サービス提供体制の整備

を促進する。 
【定量的な目標値】 

・地域密着型特別養護老人ホーム 1,027 床（ 37 カ所）→ 1,172 床（42 カ所） 

※うち 29 床（１カ所）はＨ28 年度計画にも計上 

・併設ショートステイ  0 床 → 10 床 

・認知症高齢者グループホーム 5,058 床（305 カ所）→  5,130 床（309 カ所） 

・小規模多機能型居宅介護事業所  940 床（119 カ所）→  958 床（121 カ所） 

・定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所 

     利用者数 128 人／月（７カ所） →   178 人／月（９カ所） 

・介護老人保健施設   5,225 床（67 カ所） →  5,245 床（67 カ所） 

・特別養護老人ホーム（定員 30 人以上）6,212 床（106 カ所）→ 6,342（108 カ所） 

・介護医療院（介護療養型医療移設から転換）0 床（0カ所）→ 69 床（2カ所） 

アウトカムとア

ウトプットの関連 

 地域密着型サービス施設等の整備を行うことにより、県内の地域密着型サ

ービス施設等の定員総数を増とする。 
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事業に要す

る費用の額 事業内容 

総事業費 
（Ａ＋Ｂ＋

Ｃ） 
（注１） 

基金 
その他 
（Ｃ） 
（注２） 

国（Ａ） 都道府県
（Ｂ） 

①地域密着型サービ

ス施設等の整備 

(千円) 

 

(千円) 

391,603 

(千円) 

195,802 

(千円) 

0 

②施設等の開設・設

置に必要な準備経費 

(千円) 

 

(千円) 

217,604 

(千円) 

108,802 

(千円) 

0 

③介護保険施設等の

整備に必要な定期借

地権設定のための一

時金 

(千円) 

 

0 

(千円) 

 

0 

(千円) 

 

0 

(千円) 

 

0 

④介護サービスの改

善を図るための既存

施設等の改修 

(千円) 

 

(千円) 

123,293 

(千円) 

61,647 

(千円) 

0 

金額 総事業費（Ａ＋Ｂ＋

Ｃ） 
(千円) 

 

基金充当額 

（国費）にお

ける公民の別 
（注３） 

（注４） 

公 

(千円) 

8,280 

基
金 

国（Ａ） 
(千円) 

732,500 

都道府県（Ｂ） 
(千円) 

366,251 

民 (千円) 

724,220 

うち受託事業等

（再掲） 

(千円) 

 

計（Ａ＋Ｂ） 
(千円) 

1,098,751 

その他（Ｃ） 
(千円) 

0 

備考 
（注５） 

上記事業費中に、27 年度補正分から充当する国費は含んでいない。 

29 年度事業への充当額は次のとおり。  

 国（Ａ）452,986 千円 県（Ｂ）226,494千円 計（Ａ＋Ｂ）679,480 千円 

元年度事業への充当額は次のとおり。  

 国（Ａ）196,409 千円 県（Ｂ）98,205千円 計（Ａ＋Ｂ）294,614 千円 

（注１）事業者が未定等のため、総事業費が不明の場合は、記載を要しない。 

（注２）事業者が未定で、事業者負担額が不明の場合は、記載を要しない。 
（注３）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 
（注４）指定管理者制度の活用など設置主体が「公」で、施設の運営が「民」の場合、基金

充当額（国費）における公民の別としては、「公」に計上するものとする。 
（注５）備考欄には、複数年度にまたがり支出を要する事業の各年度の基金所用見込額を記    
   載すること。 

 

 (2) 事業の実施状況 

別紙 1「事後評価」のとおり。 
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３．計画に基づき実施する事業  

 （事業区分５：介護従事者の確保に関する事業） 

 (1) 事業の内容等 

事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）基盤整備 

（中項目）基盤整備 

（小項目）介護人材確保対策連携強化事業（協議会設置等） 

事業名 【No.1（介護分）】 
福祉・介護人材確保対策事業（協議会設置） 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

3,355 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

全県 

事業の実施主体 愛媛県（愛媛県社会福祉協議会） 

事業の期間 平成２９年４月１日～平成３０年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

増加する福祉・介護人材の需要に対して、効果的な人材確保対策

を実施するため、関係機関の連携体制を構築し、既存事業の改善

及び新規事業の検討を行う。 

アウトカム指標：既存事業の改善状況及び新規事業の実施状況 

事業の内容 県社会福祉協議会を中心として、行政関係者、有識者、種別協議

会、事業所、その他関係機関における検討会議を設置、介護現場

で必要とされる人材確保について計画的な取組強化を検討、実現

するため連携等に取り組むほか、福祉人材センターにコーディネ

ーターを配置し、介護等人材に係る分析データを関係機関等に提

供し関係機関が連携し検討を進める。 

アウトプット指標 協議会の開催回数：年４回 

アウトカムとアウトプット

の関連 

協議会の場で対面による議論をすることにより、連携を深め、既

存事業及び新規事業の内容の充実につながる。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

3,355 

基金充当

額（国

費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

基金 国（Ａ） (千円) 

2,237 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

1,118 

民 (千円) 

2,237 

計（Ａ＋

Ｂ） 

(千円) 

3,355 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

2,237 
その他（Ｃ） (千円) 

 

備考（注３）  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）参入促進 

（中項目）介護人材の「すそ野の拡大」 

（小項目）地域住民や学校の生徒に対する介護や介護の仕事の

理解促進事業 

事業名 【No.2（介護分）】 
福祉・介護人材確保対策事業 
（介護等の仕事魅力発信事業） 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

4,504 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

全県 

事業の実施主体 愛媛県（愛媛県社会福祉協議会） 

事業の期間 平成２９年４月１日～平成３０年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

福祉・介護人材の需要が増加する中で、福祉・介護業界の魅力発

信、イメージ向上を図り、将来の人材確保につなげる。 

アウトカム指標：介護分野や介護の仕事に対する理解度や意識の

向上 

事業の内容 介護の日の前後１週間を中心に、テレビ、ラジオ、新聞等のマス

メディアを通じて、福祉・介護の仕事の魅力が伝わるようなキャ

ッチーな広告を広く県民に発信する。 

アウトプット指標 各媒体の広告回数：テレビＣＭ 年 24 回 

アウトカムとアウトプット

の関連 

中高生をはじめとする地域住民に対して、様々な媒体で福祉・介

護の仕事の魅力に触れる機会を設けることで、福祉・介護への理

解を深め、将来の従事者の増加を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

4,504 

基金充当

額（国

費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

基金 国（Ａ） (千円) 

3,003 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

1,501 

民 (千円) 

3,003 

計（Ａ＋

Ｂ） 

(千円) 

4,504 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

3,003 
その他（Ｃ） (千円) 

 

備考（注３）  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）参入促進 

（中項目）介護人材の「すそ野の拡大」 

（小項目）地域住民や学校の生徒に対する介護や介護の仕事の

理解促進事業 

事業名 【No.3（介護分）】 
介護の仕事魅力発信事業（介護現場からの発

信） 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

3,659 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

全県 

事業の実施主体 愛媛県老人福祉施設協議会 

事業の期間 平成２９年４月１日～平成３０年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

増加を続ける介護サービス需要に対応するため、介護サービスを

担う次世代の人材の確保を図る。 

アウトカム指標：次世代の介護人材の確保 

事業の内容 介護職員養成校、施設、地域が一体となって、福祉の仕事の魅力、

福祉体験を通じて理解と興味を発見し、「社会介護」の必要性に

ついて生活を通じて実感してもらい、次世代を担う介護人材の育

成を目的に、協働での「介護の日啓発イベント」及び福祉・介護

の理解促進のための「巡回型介護教室」を実施する。 

アウトプット指標 介護の日啓発イベント等 １３回 参加者 １，３５０名 

アウトカムとアウトプット

の関連 

介護の日の啓発や小中学生等に対して介護の魅力を発信するこ

とで、次世代を担う介護人材の確保につなげる。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

3,659 

基金充当

額（国

費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

基金 国（Ａ） (千円) 

2,439 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

1,220 

民 (千円) 

2,439 

計（Ａ＋

Ｂ） 

(千円) 

3,659 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

 

その他（Ｃ） (千円) 

 

備考（注３）  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）参入促進 

（中項目）介護人材の「すそ野の拡大」 

（小項目）若者・女性・高年齢者など多様な世代を対象とした

介護の職場体験事業 

事業名 【No.4（介護分）】 
福祉・介護人材確保対策事業 
（介護等の仕事魅力発見事業） 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

1,657 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

全県 

事業の実施主体 愛媛県（愛媛県社会福祉協議会） 

事業の期間 平成２９年４月１日～平成３０年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

福祉・介護人材の需要が増加する中で、事前の理解不足による早

期離職の防止や福祉・介護分野を将来の選択肢として考える若年

層の増加を図る。 

アウトカム指標：福祉・介護分野への入職希望者 

事業の内容 事業所見学・介護体験バスツアー事業（中高生やその保護者、

教員等を対象として、介護事業所等を見学・介護を体験するバ

スツアーを実施する。） 
介護の職場体験事業（愛媛県福祉人材センターの求職登録者や地

域の潜在的な介護の担い手である主婦層、第２の人生のスタート

を控えた中高年齢層を対象に、介護事業所等の職場体験を実施

し、正しい理解に基づく就職を支援する。） 

アウトプット指標 バスツアー及び職場体験への参加者数 
 バスツアー開催数：６回、参加者数：25 名/回×６回＝150 名 
 職場体験者数：50 名 

アウトカムとアウトプット

の関連 

バスツアーや職場体験を通じて、事業所の雰囲気や実際の業務に

ついての正しい理解を促し、早期離職の防止や、興味関心の向上

につながる。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

1,657 

基金充当

額（国

費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

基金 国（Ａ） (千円) 

1,105 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

552 

民 (千円) 

1,105 

計（Ａ＋

Ｂ） 

(千円) 

1,657 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

1,105 
その他（Ｃ） (千円) 

 

備考（注３）  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）参入促進 

（中項目）参入促進のための研修支援 

（小項目）介護未経験者に対する研修支援事業 

事業名 【No.5（介護分）】 
介護雇用プログラム推進事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

72,388 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

全県 

事業の実施主体 愛媛県（人材派遣会社） 

事業の期間 平成２９年４月１日～令和２年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

介護に関して一定の知識等を有し、即戦力となる介護人材の確保

を図る。 

アウトカム指標：介護職員初任者研修の修了者数 ４０人 

事業の内容 求職活動を行っている者を対象に、介護プログラムに参加する人

を募集、雇用し、介護事業所・施設へ紹介予定派遣を行うととも

に、当該参加者が、派遣期間中に働きながら介護職員初任者研修

を修了できるよう支援するとともに、派遣期間終了後も派遣事業

所等で就業できるよう促す。 

アウトプット指標 介護サービス事業所への求職者の派遣人数 ４５人 

アウトカムとアウトプット

の関連 

求職者を介護事業所に派遣させ、働きながら介護に関する資格を

取得させることにより、介護事業所にとって即戦力となる人材を

確保する。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

72,388 

基金充当

額（国

費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

基金 国（Ａ） (千円) 

48,259 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

24,129 

民 (千円) 

48,259 

計（Ａ＋

Ｂ） 

(千円) 

72,388 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

48,259 
その他（Ｃ） (千円) 

 

備考（注３） 29 年度 55,553 千円 元年度 16,835 千円 
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）参入促進 

（中項目）地域のマッチング機能強化 

（小項目）多様な人材層（若者・女性・高齢者）に応じたマッ

チング機能強化事業 

事業名 【No.6（介護分）】 
福祉・介護人材確保対策事業 
（介護等人材マッチング事業） 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

13,599 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

全県 

事業の実施主体 愛媛県（愛媛県社会福祉協議会） 

事業の期間 平成２９年４月１日～平成３０年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

福祉・介護人材の需要が増加する中で、求職者と求人事業所の相

互の情報不足のために就業に至らない状態を解消する。 

アウトカム指標：福祉人材センターを通じた就職者数 

事業の内容 キャリア支援専門員派遣・出張相談事業（県内 7か所のハロー

ワーク、県内外の学校等にキャリア支援専門員を派遣し、出張

相談を行うほか、各事業所を戸別訪問し、迅速かつ適切な求人

求職支援を行い、ハローワークとの連携を深め、各地域におけ

る介護人材確保につなげる。また、関係機関との事業連携を強

化するために、福祉人材センター内にコーディネーターを配置

する。 

アウトプット指標 キャリア支援専門員の派遣回数：各所月１回 

アウトカムとアウトプット

の関連 

ハローワークを訪れる求職者に対して、福祉・介護分野の情報を

提供することにより、当該分野への入職希望者には適した事業所

を紹介し、福祉・介護分野を選択肢として考えていない者には興

味を抱かせる機会を提供できる。また、事業所に対して、労務管

理や人材確保の助言を行うことで、事業所が効果的な求人活動を

行うことができる。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

13,599 

基金充当

額（国

費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

基金 国（Ａ） (千円) 

9,066 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

4,533 

民 (千円) 

9,066 

計（Ａ＋

Ｂ） 

(千円) 

13,599 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

9,066 
その他（Ｃ） (千円) 

 

備考（注３）    
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）資質の向上 
（中項目）キャリアアップ研修の支援 
（小項目）多様な人材層に対する介護人材キャリアアップ研修

支援事業 

事業名 【No.7（介護分）】 
介護支援専門員養成研修等事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

6,962 千円 
事業の対象となる医療介護
総合確保区域 

全県 

事業の実施主体 愛媛県、愛媛県（愛媛県介護支援専門員協会）、愛媛県社会福祉協議会 

事業の期間 平成２９年４月１日～平成３０年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー
ズ 

介護保険制度の要である介護支援専門員の養成及び資質向上は
必要不可欠である。 
アウトカム指標：介護支援専門員実務研修における達成度（修了
評価）：４段階評価で２以上 

事業の内容 ○介護支援専門員指導者検討会 
 介護支援専門員を対象とした法定研修（実務研修（再研修）、
専門研修（課程Ⅰ・Ⅱ）、更新研修、主任・主任更新研修）の実
施方法、指導方針の協議を行い、研修の質の向上を図る。 
○主任介護支援専門員研修強化費 
 主任介護支援専門員研修・更新研修に係るファシリテーター
（講師級）配置等、研修強化に要する経費分の補助を行う。 
○主任介護支援専門員ファシリテーター研修 
 主任介護支援専門員を対象に、ファシリテーターとしてのス
キルアップを図る研修を実施する。 
○介護支援専門員地域リーダー養成研修 
 地域包括支援センター及び居宅介護支援事業所の主任介護支
援専門員を対象とした研修・演習を行い、県内各地域における主
任介護支援専門員のリーダーを養成する。 

アウトプット指標 ○介護支援専門員指導者検討会の開催回数：４回 
○介護支援専門員研修向上委員会の開催回数：２回 
○介護支援専門員研修向上委員会検討部会の開催回数：１０回 
○主任介護支援専門員ファシリテーター研修の開催回数：５回 
○介護支援専門員地域リーダー養成研修の開催回数 
全体研修：３回 
地域別研修：７地域×４回 

アウトカムとアウトプット
の関連 

介護支援専門員の指導者検討会や地域リーダー養成研修を開催
し、介護支援専門員の指導に必要な知識や技能の向上を図り、指
導を受ける介護支援専門員全体の質の向上を図る。 

事業に要する費用の額 金
額 

総事業費 
（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 
6,962 

基金充当
額（国
費） 
における 
公民の別 
（注１） 

公  (千円) 
1,850 

基金 国（Ａ） (千円) 
4,641 

都道府県 
（Ｂ） 

(千円) 
2,321 

民 (千円) 
2,791 

計（Ａ＋

Ｂ） 
(千円) 
6,962 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 
(千円) 

913 
その他（Ｃ） (千円) 

 

備考（注３）  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）資質の向上 

（中項目）キャリアアップ研修の支援 

（小項目）多様な人材層に対する介護人材キャリアアップ研修

支援事業 

事業名 【No.8（介護分）】 
介護職員等たん吸引等研修事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

5,647 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

全県 

事業の実施主体 愛媛県 

事業の期間 平成２９年４月１日～平成３０年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

医療的行為である喀痰吸引等に関して一定の知識等を有し、即戦

力となる介護人材の確保を図る。 

アウトカム指標：特別養護老人ホーム、介護老人保健施設等職員

（約１００名程度）を養成 

事業の内容 介護保険施設等において、必要な医療的ケアをより安全に提供

するため、適切に喀痰吸引等を行うことができる介護職員等を

養成することを目的として、標記研修事業を実施し、もって介

護職員のキャリアアップを図る。 

実施協力機関：愛媛県立医療技術大学 

アウトプット指標 喀痰吸引等研修 年 1 回実施 受講者 100 人 

アウトカムとアウトプット

の関連 

介護福祉士や介護職員等を対象に喀痰吸引等研修を実施するこ

とにより、医療的行為である喀痰吸引の制度への理解を深めると

ともに、実地研修による演習を踏まえ医療的ケアができる介護職

員の養成を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

5,647 

基金充当

額（国

費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

3,765 

基金 国（Ａ） (千円) 

3,765 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

1,882 

民 (千円) 

 

計（Ａ＋

Ｂ） 

(千円) 

5,647 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

 

その他（Ｃ） (千円) 

 

備考（注３）  

  



17 
 

事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）資質の向上 

（中項目）キャリアアップ研修の支援 

（小項目）多様な人材層に対する介護人材キャリアアップ研修

支援事業 

事業名 【No.9（介護分）】 
口腔ケアに係る介護人材資質向上支援事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

4,798 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

全県 

事業の実施主体 愛媛県歯科医師会 

事業の期間 平成２９年４月１日～平成３０年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

在宅医療・介護の推進、介護従事者の確保・資質の向上等、「効

率的かつ質の高い介護サービス提供体制の構築」を図る。 

アウトカム指標：口腔ケアに関して専門知識を有する介護人材の

確保  

事業の内容 介護事業所・施設介護職員の口腔ケアに対する資質向上を図るた

め、歯科医師又は歯科衛生士による訪問研修を実施するととも

に、地域住民や介護支援専門員、ヘルパー等を対象に、スクリー

ニングと食支援の連携体制構築のための研修会の開催や、口腔ケ

ア講演会を開催する。 

アウトプット指標 口腔ケア研修等 ７５回 参加者 １，１２５名 

アウトカムとアウトプット

の関連 

歯科医師等が介護従事者を対象に口腔ケアに関する研修等を実

施することより、専門知識等を有する人材の育成を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

4,798 

基金充当

額（国

費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

基金 国（Ａ） (千円) 

3,199 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

1,599 

民 (千円) 

3,199 

計（Ａ＋

Ｂ） 

(千円) 

4,798 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

 

その他（Ｃ） (千円) 

 

備考（注３）  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）資質の向上 

（中項目）キャリアアップ研修の支援 

（小項目）多様な人材層に対する介護人材キャリアアップ研修

支援事業 

事業名 【No.10（介護分）】 
介護職員の資質向上研修事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

482 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

全県 

事業の実施主体 愛媛県地域密着型サービス協会 

事業の期間 平成２９年４月１日～平成３０年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

介護従事者の資質向上、効率的かつ質の高い介護サービス提供体

制の構築を図る。 

アウトカム指標：質の高い介護サービスの提供 

事業の内容 介護分野の専門家を講師に招き、県内の介護職員を対象に、介護

現場で必要とされる知識や技術の習得に関する合同研修会と、各

事業所が職員の意欲向上とサービスの向上等を目的に新たにチ

ャレンジする取組みを公募し、事業終了後には、選定事業所によ

る事例発表会と関連する講演会を開催する。 

アウトプット指標 各種専門研修 ２回 参加者 ２００名 

アウトカムとアウトプット

の関連 

県地域密着型サービス協会に属する介護職員等を対象にした各

種専門研修を実施することにより、質の高い介護サービスの提供

につなげる。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

482 

基金充当

額（国

費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

基金 国（Ａ） (千円) 

321 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

161 

民 (千円) 

321 

計（Ａ＋

Ｂ） 

(千円) 

482 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

 

その他（Ｃ） (千円) 

 

備考（注３）  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）資質の向上 

（中項目）キャリアアップ研修の支援 

（小項目）多様な人材層に対する介護人材キャリアアップ研修

支援事業 

事業名 【No.11（介護分）】 
介護職員相互研修事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

1,000 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

全県 

事業の実施主体 愛媛県地域密着型サービス協会 

事業の期間 平成２９年４月１日～平成３０年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

介護従事者の資質の向上等、「効率的かつ質の高い介護サービス

提供体制の構築」を図る。 

アウトカム指標：質の高い介護サービスの提供 

事業の内容 県内の地域密着型サービス事業所が、事業所間の交流と職員のス

キルアップを図るため、マッチングされた事業所間で職員の相互

派遣を行い、職員のスキルに合わせた課題を持ち寄り研修する。 

アウトプット指標 相互研修 初級・中級・上級 各１回 参加者 ８０名 

アウトカムとアウトプット

の関連 

初級から上級まで、職員の能力に応じて相互派遣を実施すること

により、職員のスキルアップを図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

1,000 

基金充当

額（国

費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

基金 国（Ａ） (千円) 

667 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

333 

民 (千円) 

667 

計（Ａ＋

Ｂ） 

(千円) 

1,000 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

 

その他（Ｃ） (千円) 

 

備考（注３）  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）資質の向上 

（中項目）キャリアアップ研修の支援 

（小項目）多様な人材層に対する介護人材キャリアアップ研修

支援事業 

事業名 【No.12（介護分）】 
介護職員の日常生活支援力向上研修事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

554 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

全県 

事業の実施主体 愛媛県地域密着型サービス協会 

事業の期間 平成２９年４月１日～平成３０年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

介護従事者の資質向上等、「効率的かつ質の高い介護サービス提

供体制の構築」を図る。 

アウトカム指標：質の高い介護サービスの提供 

事業の内容 利用者の日常生活を支援する介護職員のスキルの向上を図るた

め、県内すべての地域密着型サービス事業所職員を対象とした研

修に必要な経費を補助する。 

アウトプット指標 研修回数 ３回 参加者 ９０名 

アウトカムとアウトプット

の関連 

調理技術の研修、認知症高齢者の身体・認知機能の維持を目的と

したレクリエーション技術等に関する研修を実施することで、質

の高い介護サービスの提供につなげる。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

554 

基金充当

額（国

費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

基金 国（Ａ） (千円) 

369 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

185 

民 (千円) 

369 

計（Ａ＋

Ｂ） 

(千円) 

554 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

 

その他（Ｃ） (千円) 

 

備考（注３）  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）資質の向上 

（中項目）地域包括ケア構築ための広域的人材養成 

（小項目）認知症ケアに携わる人材の育成のための研修事業 

事業名 【No.13（介護分）】 
認知症地域医療支援事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

1,781 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

全県 

事業の実施主体 県、愛媛県医師会 

事業の期間 平成２９年４月１日～平成３０年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

今後の認知症高齢者の増加が見込まれることから、関係団体等と

連携の下、各地域における早期診断・早期対応のための体制整備

を推進する。 

アウトカム指標：認知症初期集中支援チームの設置数：18 市町 

事業の内容 かかりつけ医が適切な認知症診断の知識・技術等を修得するため

の研修及びかかりつけ医への助言その他の支援を行う認知症サ

ポート医を養成するための研修を実施する。 

アウトプット指標 ○認知症サポート医養成研修：１０名養成 

○認知症サポート医フォローアップ研修：６１名 

○かかりつけ医認知症対応力向上研修：２００名 

アウトカムとアウトプット

の関連 

認知症初期集中支援チームの専門医の要件となっている認知症

サポート医を養成することで、地域の認知症施策の体制整備が図

られる。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

1,781 

基金充当

額（国

費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

782 

基金 国（Ａ） (千円) 

1,187 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

594 

民 (千円) 

405 

計（Ａ＋

Ｂ） 

(千円) 

1,781 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

405 
その他（Ｃ） (千円) 

 

備考（注３）  

  



22 
 

事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）資質の向上 

（中項目）地域包括ケア構築ための広域的人材養成 

（小項目）認知症ケアに携わる人材の育成のための研修事業 

事業名 【No.14（介護分）】 
認知症介護従事者養成事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

1,344 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

全県 

事業の実施主体 愛媛県（愛媛県地域密着型サービス協会） 

事業の期間 平成２９年４月１日～平成３０年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

認知症高齢者の増加に伴い、認知症高齢者に対する介護サービス

の充実を図るほか、認知症施策推進総合戦略（新オレンジプラン）

において、良質な介護を担う人材の確保及び計画的な養成を行う

こととされている。 

アウトカム指標：認知症指導者養成研修了者数（累計）：２４名 

事業の内容 介護施設等に従事する新任者、及び認知症介護を提供する事業所

を管理する立場にある者等に対する適切なサービス提供に関す

る知識及び技術等を修得するための研修を実施し、認知症介護に

関する資質向上を図る。 

アウトプット指標 ○認知症対応型サービス事業管理者研修：２００名 
○小規模多機能型サービス等計画作成担当者研修：５０名 
○認知症対応型サービス事業開設者研修：３０名 

アウトカムとアウトプット

の関連 

当該研修の講師となる認知症指導者養成研修修了者を増やすこ

とで、事業所内のケアチームの指導者役となる「認知症介護実践

リーダー研修」の充実した研修に繋げ、良質な介護サービスを提

供できる人材の育成を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

1,344 

基金充当

額（国

費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

0 

基金 国（Ａ） (千円) 

896 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

446 

民 (千円) 

896 

計（Ａ＋

Ｂ） 

(千円) 

1,344 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

896 
その他（Ｃ） (千円) 

 

備考（注３）  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）資質の向上 

（中項目）地域包括ケア構築ための広域的人材養成 

（小項目）認知症ケアに携わる人材の育成のための研修事業 

事業名 【No.15（介護分）】 
認知症総合支援事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

1,498 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

全県 

事業の実施主体 愛媛県 

事業の期間 平成２９年４月１日～平成３０年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

平成３０年４月にすべての市町に設置される「認知症初期集中支

援チーム」及び「認知症地域支援推進員」の取組みを加速させる。 

アウトカム指標：認知症初期集中支援チーム設置数１８市町 

事業の内容 「認知症初期集中支援チーム」及び「認知症地域支援推進員」に

ついて、市町職員が参加する各研修に対する経費を負担し、各市

町の認知症施策の推進を図る。 

アウトプット指標 認知症初期集中支援チーム員研修等受講者数：３８名 

アウトカムとアウトプット

の関連 

認知症初期集中支援チーム員研修を受講した後に実際に活動が

できることとされており、設置だけでなく実際の活動を推進して

地域の認知症施策に推進体制を構築する。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

1,498 

基金充当

額（国

費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

999 

基金 国（Ａ） (千円) 

999 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

499 

民 (千円) 

 

計（Ａ＋

Ｂ） 

(千円) 

1,498 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

 

その他（Ｃ） (千円) 

 

備考（注３）  

 

  



24 
 

事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）資質の向上 

（中項目）地域包括ケア構築ための広域的人材養成 

（小項目）認知症ケアに携わる人材の育成のための研修事業 

事業名 【No.16（介護分）】 
認知症対応力向上研修事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

1,478 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

全県 

事業の実施主体 愛媛県（愛媛県歯科医師会、愛媛県薬剤師会、愛媛県看護協会）、

愛媛県看護協会 

事業の期間 平成２９年４月１日～平成３０年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

専門職が高齢者等と接する中で、認知症の人に早期に気づき、か

かりつけ医等と連携して対応するとともに、容態の変化に応じて

専門職の視点での対応を適切に行うことを推進する。（認知症施

策推進総合戦略（新オレンジプラン）にて明記） 

アウトカム指標：認知症の基礎知識を有する医療従事者の確保 

事業の内容 認知症の方への支援体制構築の担い手となることを目的に、歯科

医師、薬剤師、看護師等の医療従事者に対し、認知症の方や家族

を支えるために必要な基礎知識や医療と介護の連携の重要性等

の知識を修得させる研修を実施する。 

アウトプット指標 認知症対応力向上研修参加者 ７８０名 

アウトカムとアウトプット

の関連 

伝達研修会に参加者を中心に、専門職への認知症対応の研修を実

施することにより、地域における認知症診療（早期発見等）の充

実を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

1,478 

基金充当

額（国

費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

 

基金 国（Ａ） (千円) 

985 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

493 

民 (千円) 

985 

計（Ａ＋

Ｂ） 

(千円) 

1,478 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

 

その他（Ｃ） (千円) 

 

備考（注３）  

  



25 
 

事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）資質の向上 

（中項目）地域包括ケア構築ための広域的人材養成 

（小項目）地域包括ケアシステム構築に資する人材育成・資質

向上事業 

事業名 【No.17（介護分）】 
地域包括ケア人材育成事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

175 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

全県 

事業の実施主体 愛媛県 

事業の期間 平成２９年４月１日～平成３０年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

新しい総合事業の円滑な実施を図ることを目的に、基本となる生

活支援サービスの体制整備を推進するため、生活支援コーディネ

ーターを養成する。 

アウトカム指標：生活支援体制整備事業の実施市町 ２０市町 

事業の内容 地域包括ケアシステムを構築していくために新しい総合事業の

円滑な実施を図るため、各市町の実情に応じたサービスの創出や

提供に対しての研修や検討会を開催し、県内各市町における取組

みを支援する。 

アウトプット指標 生活支援コーディネーター養成講座の実施回数 
合計３回（１回×３か所） 参加者 150 名（50 名×３か所） 

アウトカムとアウトプット

の関連 

新しい総合事業への理解を深めるため、関係職員への研修を実施

することで総合事業への円滑な実施を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

175 

基金充当

額（国

費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

117 

基金 国（Ａ） (千円) 

117 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

58 

民 (千円) 

 

計（Ａ＋

Ｂ） 

(千円) 

175 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

 

その他（Ｃ） (千円) 

 

備考（注３）  
  



26 
 

事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）資質の向上 

（中項目）地域包括ケア構築ための広域的人材養成 

（小項目）地域包括ケアシステム構築に資する人材育成・資質

向上事業 

事業名 【No.18（介護分）】 
地域包括ケア人材育成等支援事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

11,285 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

全県 

事業の実施主体 愛媛県立医療技術大学、愛媛県 

事業の期間 平成２９年４月１日～平成３０年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

在宅医療・介護の推進、医療・介護従事者の確保等、「効率的か

つ質の高い医療介護サービス提供体制の構築」を図る。 

アウトカム指標：地域包括ケア人材育成プログラムを県内全 20

市町へ普及 

事業の内容 愛媛県立医療技術大学が西予市と連携して行う地域資源の乏し

い農村型の地域包括ケアシステムの構築のための人材育成プロ

グラムの開発を支援する。また、それを県内市町に広く普及・活

用させることにより、同システム構築の中核を担う地域包括支援

センター職員をはじめとする人材育成とその強化を図る。 

アウトプット指標 地域包括ケア人材育成研修の実施回数（年間 5 回、総参加者数 
100 人） 

アウトカムとアウトプット

の関連 

地域包括ケアシステムを担う人材育成のための研修等を通じ、県

内市町に人材育成プログラムを普及させる。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

11,285 

基金充当

額（国

費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

600 

基金 国（Ａ） (千円) 

7,523 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

3,762 

民 (千円) 

6,923 

計（Ａ＋

Ｂ） 

(千円) 

11,285 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

6,923 
その他（Ｃ） (千円) 

 

備考（注３）  

  



27 
 

事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）資質の向上 

（中項目）地域包括ケア構築ための広域的人材養成 

（小項目）権利擁護人材育成事業 

事業名 【No.19（介護分）】 
市民後見推進事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

4,457 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

全県 

事業の実施主体 松山市（松山市社会福祉協議会） 

事業の期間 平成２９年４月１日～平成３０年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

成年後見制度の担い手として期待されている市民後見人の活用

が必ずしも十分に進んでいない実態があることから、市民後見人

の育成及び活用をより促進する。 

アウトカム指標：法人成年後見事業支援員の質の確保 

事業の内容 他団体が主催する市民後見人養成研修会に講師を派遣するなど、

市民後見人に関する啓発活動を実施する。また、法人成年後見事

業支援等に対し、資質向上のための研修会を実施する。 

アウトプット指標 ○フォローアップ研修会参加者４０名 
○法人成年後見事業支援員ステップアップ研修会６回 

アウトカムとアウトプット

の関連 

法人後見事業支援員を中心とした活動を展開していくため、さら

なる市民後見人の育成及び活用を推進する。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

4,457 

基金充当

額（国

費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

基金 国（Ａ） (千円) 

2,971 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

1,486 

民 (千円) 

2,971 

計（Ａ＋

Ｂ） 

(千円) 

4,457 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

2,971 
その他（Ｃ） (千円) 

 

備考（注３）  

  



28 
 

事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）資質の向上 

（中項目）地域包括ケア構築ための広域的人材養成 

（小項目）権利擁護人材育成事業 

事業名 【No.20（介護分）】 
法人後見推進事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

543 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

全県 

事業の実施主体 愛媛県社会福祉協議会 

事業の期間 平成２９年４月１日～平成３０年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

成年後見制度の利用者は、高齢化や障がい者の地域移行などに伴

い増加しているが、弁護士、司法書士、社会福祉士等の専門職に

よる対応だけでは難しく、成年後見人等の担い手として法人後見

の充実を推進する。 

アウトカム指標：法人後見制度実施状況 ２０市町 

事業の内容 法人後見を実施するための身近なエリアである東予・中予・南予の３か

所で、法人後見の実現可能な法人の抽出と、法人同士の連携促進を図る

ことを目的として、学習会及び相談会を実施する。 

アウトプット指標 ○アドバイザーによる個別指導実施団体：５団体 
○権利擁護推進のための担い手養成学習会：３回 

アウトカムとアウトプット

の関連 

法人後見制度の未実施市町にアドバイザーによる法人後見立ち

上げ団体等への個別指導を実施し、県下全域での法人後見制度の

普及・事業実施を推進する。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

543 

基金充当

額（国

費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

基金 国（Ａ） (千円) 

362 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

181 

民 (千円) 

362 

計（Ａ＋

Ｂ） 

(千円) 

543 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

 

その他（Ｃ） (千円) 

 

備考（注３）  
  



29 
 

事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）労働環境・処遇の改善 

（中項目）人材育成力の強化 

（小項目）新人介護職員に対するエルダー、メンター制度等導

入支援事業 

事業名 【No.21（介護分）】 
新人介護職員職場定着促進事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

12,499 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

全県 

事業の実施主体 愛媛県（介護労働安定センター 愛媛支部） 

事業の期間 平成２９年４月１日～平成３０年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

介護分野では、離職者のうち３年未満に辞める方が３分の２を占

めることから、勤務環境の改善等を通じて新人職員の離職防止・

定着促進を図る。 

アウトカム指標：エルダー・メンター制度導入事業所の拡充 

事業の内容 県内の介護事業所を対象に、エルダー・メンター制度をはじ

め、新人職員が働きやすい職場環境の整備に向けたプロジェク

トへの取組を支援し、終了後には事例報告会を開催する。 
また、新人職員が働きやすい職場環境づくりに向けたセミナーを

開催するほか、プロジェクトに取り組む事業所に焦点を当てたプ

ロモーション映像を作成し、それらを活用した普及啓発を行う。 

アウトプット指標 職場環境改善に関する個別研修及び個別面談の実施回数 
合計 90 回（9 事業所×10 回）、参加者のべ 90 人 

アウトカムとアウトプット

の関連 

職場環境改善に関する研修や面談等を通じて、介護サービス事業

所へのエルダー・メンター制度の導入を支援し、介護職員の定着

促進と離職防止を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

12,499 

基金充当

額（国

費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

基金 国（Ａ） (千円) 

8,333 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

4,166 

民 (千円) 

8,333 

計（Ａ＋

Ｂ） 

(千円) 

12,499 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

8,333 
その他（Ｃ） (千円) 

 

備考（注３）  

  



30 
 

事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）労働環境・処遇の改善 

（中項目）勤務環境改善支援 

（小項目）管理者等に対する雇用管理改善方策普及・促進事業 

事業名 【No.22（介護分）】 
福祉・介護人材確保対策事業 
（介護等人材定着支援事業） 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

1,323 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

全県 

事業の実施主体 愛媛県（愛媛県社会福祉協議会） 

事業の期間 平成２９年４月１日～平成３０年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

福祉・介護人材の需要が増加する中で、従事者が安定して働き続

けることができるように、職場環境の向上を図る。 

アウトカム指標：労務環境の改善や経営基盤の強化があった事業

所数 

事業の内容 事業所へのアドバイザー派遣事業（社会保険労務士や税理士など

専門家をアドバイザーとして派遣し、労働環境の改善や経営基盤

の強化等のため、管理的専門助言を行い、職場環境の向上への支

援を行う。 

アウトプット指標 アドバイザー派遣回数：社会保険労務士・税理士各 20 回 

アウトカムとアウトプット

の関連 

専門家をアドバイザーとして派遣することにより、管理的問題に

関して事業所が抱える問題の解決等が行われ、職場環境の向上に

つながる。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

1,323 

基金充当

額（国

費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

基金 国（Ａ） (千円) 

882 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

  441 

民 (千円) 

882 

計（Ａ＋

Ｂ） 

(千円) 

1,323 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

882 
その他（Ｃ） (千円) 

 

備考（注３）  

 

 

 


